
◎電気通信事業法及び国立研究開発法人情報通信研究機構法の一

部を改正する法律 
（平成三〇年五月二三日法律第二四号）   

一、 提案理由（平成三〇年四月一〇日・衆議院総務委員会） 

○野田国務大臣 電気通信事業法及び国立研究開発法人情報通信研究機構法の一部を改

正する法律案につきまして、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 情報通信技術の進展に対応し、電気通信役務の円滑な提供を確保するとともにその利

用者の利益を保護するため、送信型対電気通信設備サイバー攻撃又はそのおそれへの対

処に係る制度、電気通信番号計画及び電気通信番号使用計画に係る制度並びに電気通信

業務の休止及び廃止の際の利用者保護に係る制度の整備などの措置を講ずる必要があり

ます。 

 次に、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、総務大臣は、電気通信事業者が設立した一般社団法人であって、社員の委託

を受けて、送信型対電気通信設備サイバー攻撃の送信元の電気通信設備に係る電気通信

事業者に対し、当該送信型対電気通信設備サイバー攻撃又はそのおそれへの対処を求め

る通知を行う等の業務を行う者を認定することができることとする等の規定を整備する

こととしています。 

 第二に、平成三十六年三月三十一日までの間、国立研究開発法人情報通信研究機構の

業務の範囲に、識別符号の設定に不備のある電気通信設備を調査する特定アクセス行為

を行い、当該電気通信設備に係る電気通信事業者に対し、送信型対電気通信設備サイバ

ー攻撃のおそれへの対処を求める通知を行う業務を追加することとする等の規定を整備

することとしております。 

 第三に、総務大臣は、電気通信番号の使用に関する条件等を記載した電気通信番号計

画を作成しなければならないこととするとともに、電気通信役務の提供に当たり電気通

信番号を使用しようとする電気通信事業者は、電気通信番号の使用に関する事項等を記

載した電気通信番号使用計画を作成し、総務大臣の認定を受けなければならないことと

する等の規定を整備することとしております。 

 第四に、電気通信業務の全部又は一部を休止し、又は廃止する電気通信事業者は、あ

らかじめ、当該休止し、又は廃止しようとする電気通信業務に係る利用者に対し、総務

省令で定める事項を周知させるとともに、利用者の利益に及ぼす影響が大きい電気通信

役務に係る電気通信業務の休止又は廃止については、あらかじめ、その周知に係る事項

を総務大臣に届け出なければならないこととする等の規定を整備することとしておりま

す。 

 以上のほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 なお、この法律は、一部の規定を除き、公布の日から起算して九月を超えない範囲内

において政令で定める日から施行することとしております。 



 以上が、この法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同を賜りますようお願い申し上げます。 

二、衆議院総務委員長報告（平成三〇年四月一七日） 

○古屋範子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、情報通信技術の進展に対応し、電気通信役務の円滑な提供を確保するととも

にその利用者の利益を保護するため、送信型対電気通信設備サイバー攻撃又はそのおそ

れへの対処に係る制度、電気通信番号計画及び電気通信番号使用計画に係る制度並びに

電気通信業務の休止及び廃止に係る情報の整理及び公表の制度の新設等の措置を講じよ

うとするものであります。 

 本案は、去る四月四日本委員会に付託され、十日野田総務大臣から提案理由の説明を

聴取し、十二日、質疑を行い、これを終局いたしました。次いで、討論を行い、採決い

たしましたところ、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成三〇年四月一二日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の各項の実施に努めるべきである。 

一 ＩｏＴ機器の普及が進むことが予想され、また、２０２０年に東京オリンピック・

パラリンピック競技大会が開催されることから、サイバー攻撃の脅威が高まっている

ことに鑑み、国立研究開発法人情報通信研究機構の人員・予算等の充実及び技術・知

見の更なる活用を図るとともに、利用者に対し、サイバーセキュリティに関する情報

について周知を行い、啓発に努めること。 

二 固定電話網のＩＰ網への移行に際しては、緊急通報の確保など、ユニバーサルサー

ビスを維持するとともに、電気通信サービスの終了に便乗した悪質販売勧誘等による

消費者被害を防ぐため、国民生活センターやＮＴＴ等と協力し、利用者への注意喚起

を行うなどの対策を徹底すること。 

三、参議院総務委員長報告（平成三〇年五月一六日） 

○竹谷とし子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、情報通信技術の進展に対応し、電気通信役務の円滑な提供を確保すると

ともにその利用者の利益を保護するため、送信型対電気通信設備サイバー攻撃又はその

おそれへの対処に係る制度、電気通信番号計画及び電気通信番号使用計画に係る制度並

びに電気通信業務の休止及び廃止の際の利用者保護に係る制度の整備等の措置を講じよ

うとするものであります。 

 委員会におきましては、ＮＴＴ霞ケ関ビルに現地視察を行うとともに、サイバーセキ

ュリティー対策強化のための人材確保等の必要性、第三者機関による情報共有の意義と



実効性、固定電話網のＩＰ網への移行に当たっての課題と対応等について質疑が行われ

ました。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して山下芳生委員より反

対する旨の意見が述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 以上、御報告申し上げます。 

 


